
事務事業数

11

【１ Ｐｌａｎ】

<成果指標の達成状況>　⇒３つ以外の指標は、補助指標調書に記載
年度 年度 年度 最終目標 達成率 指標判定

目標値
実績値

年度 年度 年度 最終目標 達成率 指標判定
目標値
実績値

年度 年度 年度 最終目標 達成率 指標判定
目標値
実績値

現状と
課題

・大型商業施設（特定建築物）では熱中症や感染症などの発生を防止する必要がある。
・生活衛生関係の営業（公衆浴場、理美容、クリーニング、旅館等）については施設の衛生管理状態が低下すると、道民生活
の衛生水準の確保が図られなくなるほか、温泉付随ガスに起因する爆発や中毒の発生を未然に防止する必要がある。

主な取組
・建築物における衛生的環境の確保に関する法律、公衆浴場法、旅館業法、理容師法、美容師法、
興行場法、クリーニング業法及び温泉法に基づく関係施設の衛生管理に係る知識の普及及び指導並
びに法に基づく事業登録、営業許可及び開設届出の受理等を実施する。

Ｒ３ Ｒ１Ｒ２ 115,283

施策の
イメージ

指標名①

予算額
（千円）

113,697113,095

本施策は法律等に基づき、許可や監視指導等を行う施策であり、成果指標の設定はなじまないた
め。

分析（主な取組と成果）

指標名②

指標名③

設定理由

設定理由

食品衛生課所管課
保健

福祉部
所管部局

１（５）A

施策
コード

04091

判定不可- 総合判定

施策目標
・特定建築物及び生活衛生関係営業施設（公衆浴場・旅館（温泉を含む）、理美容、クリーニング
等）の衛生的環境を確保することなどにより、安全・安心な環境づくりに資する。

SDGs

- 総合戦略 - 国土強靱化 -

令和３年度　基本評価調書①

生活衛生対策の推進施策名

分析（主な取組と成果）

設定理由

分析（主な取組と成果）

知事公約

政策体系
(中項目)

道民生活の安全の確保と安心の向上
政策体系
コード

【国】

・施策の推進

【北海道】

・施設等への監視指導等の実施

【関係団体】

・会員等への周知・啓蒙活動等

連携
監視指導等

施策の推進 施策目標

【関係施設・事業者（関係団体会員）等】

・衛生管理の徹底

・危害発生の未然防止対策等



【２ Ｄｏ＆Ｃｈｅｃｋ】
前々年度 前年度 評価年度 評価年度目標値 指標判定

対応方針番号

<二次政策評価>

【３ Ａｃｔｉｏｎ】

施策名 生活衛生対策の推進
施策

コード

成果指標

指標名

緊急性
優先性

クリーニング技能については、全国共通のレベルが求められていることから、クリーニング師試
験の基準について全国統一化するよう国へ要望した。公衆浴場の確保対策や各種課題等につ
いて、有識者や関係団体等からの意見を踏まえ、必要な対策を講じた。民泊への対応について
は、民泊コールセンターに寄せられる通報等に対応した。

緊急性
優先性
判定

新型コロナウイルス感染症の影響を踏ま
え、施策の目標達成に向け事業内容を精査
すること。

対応状況
(R3.3時点)

特定建築物等の衛生的環境のうち、新型コ
ロナウイルス対策としても有効とされる空
気環境の適正管理について、周知徹底する
ことなどにより、生活環境の向上を図る。

前年度
二次評価

意見

新型コロナウイルス感染症の影響等により、施設への立入による指導を計画通りに実施できなかったことか
ら、翌年度は新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ、感染拡大予防に努めながら、本事業を実施す
る予定。

①

04091

内容

○

-
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連携
状況

経済部観光局へ旅館業法許可施設の情報を提供するなど、民泊の適正な運営確保や違法民
泊の取り締まりについて連携した。北海道立総合研究機構エネルギー・環境・地質研究所と連
携し、温泉資源の調査や事業者に対する温泉付随ガスに関する指導を実施した。北海道生活
衛生指導センター等の関係団体と連携し、事業者へ衛生管理の普及啓発を行った。

連携判定 ○

目標
(指標)の
達成状況

本施策は法律等に基づき、許可や監視指導等を行う施策であり、成果指標の
設定はなじまないため。

指標総合
判定

衛生環境保持のため、引き続き法令に基づく指導等を継続する。

総合判定
の根拠

本施策は法律等に基づき、許可や監視指導等を行う施策であり、成果指標の
設定はなじまないが、関係部局や民間と連携し、道民ニーズを把握した上
で、道民生活の安全の確保と安心の向上を推進した。

総合判定
(一次評価)

判定不可

R3年度
二次政策

評価

翌年度に
向けた

対応方針

二次政策
評価への

対応

Ｒ４
施策の
方向性


